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小田原駅西口第１自転車駐車場管理運営仕様書 
 

１ 施設の名称 

  小田原駅西口第１自転車駐車場 

 

２ 設置年月 

  平成 15 年（2003 年）12 月 

 

３ 施設の設置目的 

公共の場所における自転車等の駐車に関する秩序を確立し、自転車等の利用者の利便

を図ることにより、良好な生活環境を保持する。 

 

４ 施設の所在地 

  小田原市城山一丁目１番 21 号 

  

５ 施設の概要等 

（１）駐輪場構造   平面自走式 

（２）駐輪部分面積  1156.85 ㎡ 

（３）管理人詰所面積   3.01 ㎡ 

（４）駐輪可能台数    自 転 車 457 台（一時利用 46台、定期利用 411 台） 

原動機付自転車 124 台（一時利用 30 台、定期利用 94 台） 

※一時利用と定期利用の内訳は現指定管理者の設定です。 

 （５）主要設備 

    

所有者 設備名 備考欄 

市 

自転車定期利用 可動式ラック（非電磁式） 
左記設備は市所有のため、

指定管理者が新規に設置

する必要はありません。 

自転車定期利用 固定式ラック（非電磁式） 

場内照明 

サイクルポート（屋根） 

現指定

管理者 

自転車一時利用 ラック及び精算機（電磁式） 

指定管理者は左記の設備

を導入すること。 

原動機付自転車一時利用 チェーン式ロック装置

及び精算機（電磁式） 

防犯カメラ（場内全体を一定程度の範囲を撮影で

きるもの） 

 

 

６ 管理人の配置 

（１）配置時間 

   午前９時から午後５時まで（自転車駐車場の供用時間は終日） 

（２）配置しない日 

   ① １月１日から１月３日まで 

② 12 月 31 日の正午以降 

③ 日曜日及び祝日 

（３）配置人数 

常駐者１名以上

別紙１ 
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７ 利用料金 

   自転車駐車場の利用料金については、小田原市自転車駐車場条例において、上限額を

次のとおり定めており、この範囲内で指定管理者が市長の承認を得て定めることとす

る。 

（１）自転車駐車場の利用料金の上限額 

区分 

一時使用 定期使用 

１回分 
回数券 

（11回分） 
１か月 ３か月 ６か月 

自転車 
一般 

円 

 

150 

円

1,540

円

1,880

円 

5,330 

円

10,360

学生 1,250 3,660 7,220

原動機付自転車 200 2,610 7,530 14,760

備考 この表において「学生」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定

する学校（大学を除く。）に在籍する者をいい、「一般」とは、学生以外の者をい

う。 

 

８ 運営体制 

（１）事業実施体制 

事業を円滑に実施するために、法人等における事業実施のしくみを整えること。 

（２）職員体制 

適正な施設管理を実施するため、必要な職員数及び有資格者等を配置するものとす

る。 

（３）人材育成 

事業の実施に必要な専門性を向上させるとともに、職員の育成を図ること。 

（４）人事管理等 

ア 使用許可等、機械設備の保守管理、施設内外の清掃及び自主事業の企画・運営等、

各種業務における責任体制を確立すること。 

イ 職員の勤務体制は、施設の管理運営に支障がないように配慮するとともに、利用者

の要望に応えられるものとすること。 

ウ 職員の資質を高めるため研修を実施するとともに、施設の管理運営に必要な知識と

技術の習得に努めること。 

エ 職員は言葉遣いに留意し、利用者に懇切丁寧な対応を心掛けるとともに、機敏な行

動をすること。 

オ 指定管理者に指定後は、指定期間開始から円滑な管理運営が遂行できるよう自己の

責任及び負担において研修会の開催等を行うこと。なお、施設内への立入りが必要な

場合等は、事前に市に申し出るものとする。 

カ 指定管理に係る施設の管理を引き継ぐ場合は、新たな管理者が円滑な管理運営が遂

行できるよう、書面をもって業務内容の詳細を引き継ぐこと。 
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９ 業務内容 

（１）自転車駐車場の使用の許可等に関すること。 

ア 自転車駐車場の使用の許可等に関すること。 

(ｱ) 使用の許可に関すること。 

(ｲ) 利用料金の徴収に関すること。 

(ｳ) 利用料金の還付に関すること。 

(ｴ) 使用許可の取消しに関すること。 

（２）自転車駐車場の維持管理に関すること。 

ア 清掃業務 

(ｱ) 日常点検及び清掃 

自転車駐車場設備の点検及び清掃を行うこと。 

イ 機械設備等の保守管理業務 

指定管理者は、機械設備等（自転車駐車場設備、防犯カメラ、電気設備、消防設

備等）の日常点検、法定点検、定期点検等を行い、現状の性能を維持するよう努め

ること。 

ウ 備品等保守管理業務 

(ｱ) 消耗品の維持管理に関すること。 

(ｲ) 備品等の維持管理及び保守点検に関すること。 

(ｳ) 修繕及び破損不具合が生じた際の取扱い等の細目事項は、別途協定で定める。 

（３）事業計画・報告等に関する業務 

ア 事業計画書及び収支予算書等の作成及び提出 

次年度の事業計画書及び収支予算書、年間作業実施計画書は、市と内容調整の

上、協定で定める期日までに作成し、市に提出すること。 

イ 事業報告書の作成及び提出 

前年度の以下の内容につき記載した事業報告書を毎年 4 月末までに市に提出する

こと。 

(ｱ) 施設利用実績（利用者数、料金収入、利用目的等） 

(ｲ) 収支決算書等 

(ｳ) 事業の実施状況 

(ｴ) その他、必要な資料 

（４）事業評価に関する業務 

施設の管理運営状況について適切な自己評価を行うとともに、利用者意見の収集及び

市への実施報告等を行うこと。なお、実施時期等の細目事項については、別途協定で定

める。 

ア 履行状況の報告 

業務内容（施設運営、点検、清掃、修繕、警備保安、その他維持管理業務等）の

履行状況を報告すること。 

イ 利用者の意見、要望の収集 

実施事業の感想や施設の利用方法等に関する利用者の意見や要望を収集すること。 

ウ 市との協議の場の開催 

必要に応じて、担当課との情報共有の場を設け、事業の検証や今後の管理運営に

ついて協議すること。 

（５）施設利用者の安全確保及び危機管理 
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ア 施設利用者が安全、快適に施設を利用できるよう、定期的に施設及び備品類の安全

点検を実施し、安全管理を徹底しなければならない。 

イ 施設内に救急セット等を設置し、利用者の応急処置等に備えること。 

ウ 危機管理体制を築くとともに、危機管理マニュアルを作成し、発災時の対応につい

て随時訓練を行わなければならない。 

エ 自然災害、人為災害、事故及び自らが原因者・発生源になった場合等のあらゆる緊

急事態、非常事態、不測の事態には、遅滞なく適切な措置を講じた上、市をはじめ関

係機関に速やかに通報しなければならない。 

オ 地震等の災害が発生したときに、地域の一次避難所や避難者・帰宅困難者等の受入

要請等があった場合は、最大限の協力を行うこと。 

（６）市主催事業等への協力 

指定管理者は、市が主催又は実施する事業に対して協力の依頼があった場合は、業務

に支障のない範囲で対応するものとする。 

（７）自主事業 

指定管理者は、積極的に自主事業を企画し実施すること。なお、事業の実施に当たっ

ては、次の事項に留意すること。 

ア 事業の企画に当たっては、小田原駅前という立地を生かし、通勤、通学等の駅利用

者をはじめ、観光客等を対象とするなどの工夫をすること。 

イ 事業の実施により、通常利用者及び団体の利用機会を妨げることがないよう留意す

ること。 

ウ 事業の実施に当たっては、事業計画書等を作成し、事前に市と協議を行い、承認を

得ること。 

エ 事業の実施に係る経費は指定管理者が負担し、事業実施により収益が発生した場合

は指定管理者の収入とする。 

オ 自主事業を委託する場合は、事前に市と協議を行い、承認を得ること。 

（８）その他 

指定管理者は、積極的な周知などにより、自転車駐車場の稼働率の向上に努めること。 

 

10 管理運営に係る経費 

（１）利用料金 

自転車駐車場における利用料金は、指定管理者の収入とし、自転車駐車場管理運営に

係る経費等に充てること。なお、利用料金は、小田原市自転車駐車場条例に定める額を

上限として、市の承認を得て指定管理者が定めるものとする。 

（２）指定管理料 

指定管理者は、自転車駐車場等の利用料金、自主事業等による収入を管理運営に係る

経費等に充てることとし、市から指定管理者への指定管理業務に係る経費の支払いはな

いものとする。 

（３）納付金 

施設運営により得られた４か月ごとの収入に納付率を乗じて得られた納付金額を、市

と指定管理者との間で締結する協定書に基づき、指定した期日までに市に納付するこ
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と。 

（４）経費の管理 

指定管理業務に係る経費は専用口座を設ける等、他の経費とは別に管理を行うものと

する。 

 

11 法令の遵守等 

（１）法令の遵守 

指定管理者は、次に掲げる法令及び例規の内容を理解の上、施設の管理運営業務を行う 

に当たって遵守しなければならない。 

ア地方自治法、地方自治法施行令ほか行政関連法規 

イ 小田原市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 

ウ 個人情報の保護に関する法律のほか個人情報保護に関する法規等 

エ 労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規 

オ 小田原市自転車駐車場条例 

カ その他指定管理業務の遂行に当たり関連する法規等 

（２）個人情報の取扱い 

個人情報の保護に関する法律に基づき、個人情報の取扱いに十分留意し、目的外使用、 

漏えい、滅失又は毀損の防止その他個人情報の適切な管理に努め、個人情報を保護するた

めに必要な措置を講じなければならない。これは、指定期間が終了した後も同様とする。 

（３）守秘義務 

指定管理者は、当施設の管理運営を行うに当たり業務上知り得た内容を第三者に漏ら

し、又は自己の利益のために使用してはならない。 

これは、指定期間が終了した後も同様とする。 

 

12 市及び指定管理者のリスク分担 
市及び指定管理者のリスク分担は「別紙４」のとおりとする。 

 

13 留意事項 

（１）情報の公開 

業務上取り扱う情報全般は、透明で開かれた姿勢を推進するため、小田原市情報公開条 

例に基づき、業務上作成し、又は取得した文書等について、適切な情報公開が行えるよう

必要な措置を講じることとする。 

（２）賠償責任と保険の加入 

ア 賠償責任 

指定管理者の行う行為により故意又は過失によって他人に損害を与えたときは、国

家賠償法により市が賠償責任を負うものとする。 

ただし、市が負った賠償について指定管理者に請求することができるものとする。 

イ 保険の加入 

指定管理者は、施設損害賠償責任保険等、施設管理上及び事業実施上必要な保険に

加入すること。 

（３）指定管理業務の一括再委託の禁止 

指定管理者は、本仕様書に定める業務を一括して第三者に委託してはならない。 

ただし、指定管理者が業務上必要な場合で市が認めたときは、個々の業務について第三

者に委託できるものとする。 
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（４）業務内容の変更 

市は必要があるときは、管理業務の内容を変更できるものとする。 

なお、このことにより著しく経費の増加が見込まれる場合は、市と指定管理者が協議の 

上、対応を決定するものとする。 

（５）指定管理者に対する監督 

市は適正な業務遂行を確認するため、指定管理者に対し業務内容の報告、実地調査等を

行い、改善が必要と認められた場合は、必要な指示をすることができるものとする。 

（６）指定の取消し等 

ア 指定管理者が市の指示に従わないとき、その他管理の継続が適当でないと認めるとき

は、市は、指定管理者としての指定の取消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは

一部の停止を命ずることができるものとする。 

イ 指定の取消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じたことにより、

市に損害が生じたときは、指定管理者が賠償するものとする。なお、このことにより指

定管理者に損害が生じても、市はその責めを負わないものとする。 

（７）文書の保管・引継ぎ 

指定管理者は、文書の収受、整理、保存等については、小田原市文書管理規程により適 

切に行うこととする。 

また、指定期間中に作成した文書については、期間満了後速やかに市に引き継がなけれ 

ばならない。 

（８）不当要求等に対する対応 

暴力団をはじめとする行政対象暴力に対しては、市の不当要求行為等対策要綱及び不当 

要求行為等対応マニュアルに沿った対応を行うこととする。 

（９）原状回復義務等 

ア 指定管理者は、その指定期間が終了したときは、直ちに関係書類・帳簿等各種用品

及び市が貸与した物品を市に返還しなければならない。 

イ 指定管理者は、その指定期間が満了したとき（当該期間の満了後引き続き指定管理

者の指定を受けたときを除く。）又は地方自治法第 244 条の２第 11 項の規定によりそ

の指定を取り消されたときは、速やかにその管理しなくなった指定施設及びその設備

を原状に回復しなければならない。ただし、市長等が特に認めたときは、この限りで

はない。 

（10）本書に定めのない事項 

その他、本書に定めのない事項については、双方の協議により定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


